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同和問題の解決に資する施策事業の効果的な取組について 

（令和 8年度報告） 

 

 

令和 5年 9月 26日付け堺ダイ企第 1317号をもって審議依頼がありまし

た事項について、別紙のとおり本協議会の令和 8年度意見をとりまとめま

したので、ご報告します。 

 

【審議依頼事項】 

同和問題の解決に資する施策事業の効果的な取組について 

①本市の同和問題解決に向けた効果的な取組について 

 



令和 8年度堺市同和行政協議会報告書 

 

1 はじめに 

本報告書は、令和 8年度に開催した第 31回堺市同和行政協議会における審議内容を取りまとめ、同

和問題の解決に向けた堺市の施策について、その検討結果を報告するものである。 

令和 8年度は、令和 7年度に引き続き「本人通知制度」を中心議題とし、被害者告知型本人通知制

度の導入及び事前登録制本人通知制度の登録促進に向けた取組について審議を行った。 

また、協議会運営の見直しについても協議を行った。 

 

2 開催概要 

（1）第 31回堺市同和行政協議会（令和 8年 7月 28日実施） 

主な議題 

・本人通知制度について 

・堺市同和行政協議会の見直しについて 

 

3 主な審議内容 

（1） 本人通知制度について 

本協議会では、被害者告知型本人通知制度の導入及び事前登録制本人通知制度の登録促進に向け

た取組について報告を受け、制度の実効性向上や市民への周知方法等について意見交換を行った。 

被害者告知型本人通知制度については、あらかじめ登録した者を対象とする事前登録制本人通知制度

と異なり、不正請求により住民票の写し等の個人情報が取得されたことが判明した場合に、登録の有無にか

かわらずその事実を本人に通知する制度として、令和 8年 8月から運用を開始することが報告された。 

本協議会においても、個人情報保護及び差別事象の未然防止の観点から重要な取組であるとの認識が

共有された。 

 

＜主な意見＞ 

・被害者告知型本人通知制度については、市民に制度内容が十分伝わるよう、積極的な周知に努められ

たい。 

・事前登録制本人通知制度については、登録者数に関する具体的な数値目標及び年次計画を設定し、

計画的に取組を進められたい。  

・イベント会場等における出張登録窓口の設置など、市民が登録しやすい環境整備について引き続き検討

されたい。 

・職員アンケートについては継続的に実施し、その結果及び課題について次回の協議会へ報告されたい。 

 

（2）協議会運営の見直しについて 



事務局から、堺市同和行政協議会条例施行規則に規定する議事運営委員について、現状の運営実態

に即した内容へ見直すため、「議事運営委員を置く」とされている規定を「議事運営委員を置くことができる」に

改正する案が示された。 

本協議会において審議した結果、見直しの趣旨について委員の理解が得られ、原案どおり了承された。 

 

4 令和 8年度の成果と評価 

令和 8年度は、本人通知制度を中心に審議を行い、被害者告知型本人通知制度の導入に係る報告を

受け、制度の周知及び事前登録制本人通知制度の登録促進に向けた方策について意見交換を行った。 

また、登録者数の数値目標や年次計画の設定、出張登録窓口の設置及びアンケート結果の活用など、

制度の実効性向上に向けた課題と対応の方向性について共有を図ることができた。 

さらに、協議会運営の見直しについても審議を行い、今後の円滑かつ効率的な協議会運営に向けた方向

性を確認した。 

 

5 おわりに 

本協議会は、本人通知制度が市民の個人情報保護及び差別事象の未然防止に重要な役割を果たす

制度であることを改めて確認した。 

堺市においては、本協議会で示された意見や提案を踏まえ、事前登録制本人通知制度及び被害者告知

型本人通知制度の適切な運用と周知啓発に取り組まれたい。 

また、事前登録制本人通知制度の登録者数増加に向けた計画的な取組を進め、その成果や課題を継

続的に検証されたい。 

本協議会は、同和問題の解決及び人権尊重のまちづくりの推進に向け、引き続き必要な協議を行うもの

である。 

 




